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◆ 平成 31年新春の集い
◆ 工事総合補償制度説明会 OCA
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【青年部会第10回フォトコンテスト
　～島の魅力～ 優秀作品より】

 〔人の部　優秀賞〕

題　　名： 建て方

撮  影  者：森田　倫子

撮影場所：北谷浄水場内

官民ともに責務を果たし労働環境改善へ
第９回役員会を開催

議事２件を審議した

　平成30年度第９回役員会を１月７日、建労センター
で開催した。
　新年のあいさつを述べたあと下地米蔵会長は、県
内経済が好調にある中、国の予算で決まる公共事業
費は減少にある一方、観光を中心とした民間工事は
順調に進んでいるとし「今後も持続発展していくこ
とが大事」と強調。働き方改革推進には、週休２日、
適正な工期、予算の確保が必要不可欠だとして、発
注者へは働き方改革の中での「発注者の責務」を果
たしてもらうよう今後も引き続き交渉していくと決意
を新たにした。さらに人手不足による雇用では、外国
人労働者の就労も含め、「労働環境の更なる改善が
必要」とし、環境改善に向け官民一体となって取り
組むとした。
　また、今後見込まれる沖縄防衛局や沖縄総合事
務局発注の工事においては、地元企業への優先発
注を引き続き強く要請していくと述べ、「足腰の強い
企業になるよう、一致団結した方向性を持って取り
組んでいこう」と呼びかけた。
　議事では、会員承継１件と退会届１件を審議し、
全会一致で承認した。その他事項では、会員向けの
「建設業総合補償制度」の説明会開催について、参
加を呼びかけた。同制度は、会員企業の財務負担の
軽減、健全経営に寄与することを目的に昨年４月に

スタート。会員限定となっており11月末現在71社が加
入している。団体契約のスケールメリットを生かし、個
別契約より約40％程度割安で充実した補償内容と
なっていることから、未加入の場合は積極的に参加
するよう呼びかけた。
　次に青年部会の黒島一洋部会長が、12月６、７日
に実施した「献血キャンペーン」について、２日間で
186名の協力（献血者165名）があったと報告、協力に
関して感謝の言葉を述べた。
　閉会のあいさつで新里英正副会長は、今年協会が
70周年を迎えることから「新たに年号が変わる節目
の年に協会は70年を迎える。意義深い年になる。本
年も会員企業の皆さまのご理解とご協力をお願いし
たい」と述べた。
　
○議事
１、会員資格の承継について：【宮古支部】㈲丸統重
　機土木（代表取締役多和田直樹）
２、退会届について：【北部支部】㈲山戸建設（代表
　取締役渡嘉敷惠美子）
○その他事項
１、沖建協「総合補償制度」説明会について
２、青年部会「献血キャンペーン」実施報告
３、平成31年度会議予定について
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　「平成30年度i-construction大賞」の優秀賞に
㈱大寛組が輝いた。同賞は、建設現場の生産性向
上を図るi-constructionに係る優れた取り組みを
表彰するもので、昨年に続いて２回目。
　大寛組は、沖縄総合事務局発注の「平成28年
度港川地区改良外工事」で、ＩＣＴ施工（土工）に
よる現場の効率化を図っただけでなく、大学生や
高専生、高校生など将来の担い手を現場見学会
に招待し、ＩＣＴ技術のＰＲに努めたことなどが評
価された。
　同社の監理技術者の仲吉直樹氏は「初めてのＩ
ＣＴ施工で一つ一つ確認しながら行った。重機の
運転手も初めは細かいところは手動でやらない
と、と考えていたようだが、次第に操作にも慣れ、

最終的にはＩＣＴ建機だけで正確に作業ができる
ようになった。土工に関しては順調に工事は進み、
工期短縮もできたと思う」と話した。

「i-con大賞」優秀賞を大寛組が受賞

ＩＣＴ施工の現場見学会を開催

　沖建協は１月18日、建労センターで建設業務労
働者就業機会確保事業（労働者派遣事業）に係
る「雇用管理責任者講習会」を開催。会員企業か
ら約30人が参加した。技能労働者の派遣は法律
で「違法」となるが、本事業を実施することで、合
法的に派遣ができることになる。
　講習会では、技能労働者の派遣事業に関する
認可の条件や働き方の合法・非合法の判断などの
ほか、建設業の現状と課題、社会保険への加入と
法定福利費確保対策などの関連法令について解
説。講師を務めた社会保険労務士法人クローバー
の特定社会保険労務士比嘉正人氏は「関連する
法律をしっかりと理解し、労働者を送り出す企業
は要件を満たし、適切な労務管理を行ってほしい」
と呼び掛けた。
　本講習会を受講することで、会員企業はいつで
も派遣事業に係る許可申請を行うことができる。
現在取得企業は23社。近年は技能労働者の直接
雇用が増えているが、今後の労働需給対策として
同事業の活用を見込み、協会では同講習への受
講を呼び掛けている。

雇用管理責任者講習会を開催

会員企業から約30人が参加（18日）

宮古地区では17人が受講した（30日）

団体契約で手続き簡素化・低廉価格実現
工事総合補償制度の説明会開く

制度概要の説明を受けた（25日、建労センター）

　沖建協は、会員限定の「工事総合補償制度」説
明会を１月21日から25日にかけて県内４地区で開
催した。同制度は会員企業の財務負担軽減や健
全経営に寄与することを目的に昨年４月に導入。
工事中の事故や損害等の建設業を取り巻くリスク
を包括的に補償するもので、補償内容としては
「第三者賠償保障」「工事補償」「見舞金制度」で
構成。オプションとして地盤崩壊危険補償や建設
用工作車補償などが必要に応じて追加できる。協
会が契約者となり会員を被保険者とする団体契
約で、団体契約にすることでスケールメリットを生
かし、補償内容や加入手続きの簡素化に加え、一
般の保険料より約４割程度、低廉な保険料となっ
ている。11月末時点で会員企業71社が加入。
　25日には、建労センターで那覇・南部・浦西・中
部地区の会員企業向けに説明会を開催、担当者
が参加した。説明会では大同火災海上保険㈱の
担当者が同制度の概要と今年度の変更点につい
て解説。共同企業体（ＪＶ）工事については、単体、
JVに分割。かつ、JVでは加入企業が１社以上含ま
れている場合には同制度に準じた内容で工事ご
とに個別契約することができると説明。また、手続
きの簡素化を図るため、これまで必須となってい
た保険料算出に係る根拠資料の提出を不要とし
たほか、「リスク状況割引」適用時に添付する資料
を「経営事項審査決定通知書（写）」の提出でも可
能とした。
　同制度は、４月１日から翌年４月１日までの年間
補償で、今年の申込書類の提出期限は３月15日と
しているが、各社の決算時期に応じて加入するこ
ともできる。協会では「一般個別で契約するより掛
け金は安く、補償内容は充実している。現在加入
している保険の補償内容や価格を比較して加入
を検討してほしい」と呼びかけている。　

北部地区（23日）

宮古地区（21日）

八重山地区（22日）
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　沖建協は12月６日に建労センターで、「平成30年
度公共建築工事の積算講習会」（共催：（一財）経
済調査会）を開催。講習会には、会員企業やコン
サルタント業者、自治体の発注担当者ら96人が参
加した。主催者あいさつで源河忠雄専務理事は
「受注者の適正な利潤を確保するためには、発注
者の適正な積算が必要不可欠。正しい積算につい
て講習会でしっかり学んでいただきたい」と呼び
かけた。
　講習会では元国土交通省中国地方整備局の岸
本国幸氏が公共建築工事に関する最近の動向や
耐震改修工事費の算出例について解説。公共建
築工事費の積算について岸本氏は「受注に際し
て、適正な競争を確保するためには予定価格が適
切に設定されるとともに、受注側が適切な見積も
りを行うことが基本」と強調し、工事費積算基準

の体系などを説明した。
　そのほか、公共建築工事積算の演習も行われ、
受講者らは適正な積算方法への理解を深めた。

建築工事の積算講習会を開催

多くの受講者が耳を傾けた

　３月10日に行われる建設業経理士２級検定に
向けた受験準備講習会が12月12日と13日の２日
間、建労センターで開かれた。講習会は会員企業
の社員を対象に、受験勉強を効率よく行ってもらう
ことを目的に実施している。
　今回講師を務めた大和大学政治経済学部の荒
牧裕一准教授は、例年の出題傾向について解説、
「傾向をつかむには過去問題をしっかり行うこと
が重要」とアドバイスした。
　建設業経理士検定は建設業経理に関する知識
の向上を図ることを目的としている。建設業者が
健全な発展を図るうえで、適正な経理と計数を行
うことは必要不可欠である上、会計処理に特殊な
点が多いことから、財務・経理の担当者は高い専
門性が求められる。その中でも２級合格者は、公

共工事の入札可否の判断の資料となる経営事項
審査の評価対象の一つになっている。

建設業経理士２級受験準備講習会を開催

熱心に講義を聴く受講者（円内は荒牧講師）

　沖建協は１月16日と17日に建設業税財務講習
会を開催した。16日には「収益認識に関する会計
基準について」を、公認会計士・税理士の丹羽秀
夫氏が解説。「収益認識に関する会計基準」は、
2021年４月１日以後に開始する事業年度の期首か
ら公認会計士監査を受ける会社に適用されるもの
で、適用がない中小建設企業の会計に直接与える
影響はないものの、収益認識基準に含まれる内容
には、完成工事高を計上する際に配慮、検討すべ
き事項が多く定められている。
　17日には「民法の改正について～建設業界に与
える影響と契約文化に向けた意識醸成～」を開
催。弁護士の秋野卓生氏が改正民法の概要など
を解説。「今後、契約書は重要になる。新民法の施
行に向けて、契約約款を見直すなどの準備が必
要」と呼び掛けた。

税財務講習会を開催

会計基準について学んだ （円内は丹羽氏）（16日）

　沖建協は12月26日、建労センターで「平成31年
度新入社員育成訓練等に係る助成金説明会」を
開催した。協会が実施している新入社員育成訓練
のうち、厚生労働大臣の認定が必要となる実践型
人材養成システムについて、その概要や申請手続
き、記入方法等について解説した。説明会には会
員業の担当者約20人が参加、熱心に耳を傾けた。
　同システムは、企業において将来を担う中核と
なる人材を育成することなどを目的とした研修制
度。企業現場における実習(ＯＪＴ)と企業ニーズに
即した座学等(ＯＦＦ－ＪＴ)を組み合わせた訓練
で、国の助成制度を活用することにより訓練にか
かる費用を軽減することができる。助成内容はＯ
ＦＦ－ＪＴ経費助成が訓練に要した経費の60％、

賃金助成は受講者１人１時間当たり760円、ＯＪＴ
実施助成は受講者１人１時間当たり665円。

実践型人材養成システム説明会を開く

各企業から担当者が参加した

改正民法について学んだ （円内は秋野氏）（17日）
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－8－ －9－

青年部会と沖総局開建部の意見交換会開催
チャレンジ型拡大を要望

青年部会のメンバー 沖総局開建部の皆さん

　青年部会（黒島一洋部会長）は12月11日、那覇
市おもろまちの那覇第２合同庁舎で沖縄総合事
務局開発建設部と意見交換会を行った。青年部
会から黒島部会長はじめ、石川裕憲副部会長、古
波蔵太志副部会長、砂川和寛副部会長、久高将
一郎事業・研修委員長らが出席。沖総局からは小
口浩次長、中島靖開建部長、望月拓郎企画調整
官、高良哲治技術企画官、小野寺幸治営繕調査
官、判田乾一技術管理官、崎間敏男港湾空港情
報管理官らが参加した。
　意見交換に先立ち黒島部会長は、今回で10回
目となる意見交換会について「意見交換を通じて
さまざまな改善がなされた」とこれまでの成果を
評価。「青年部会としては、意見交換を通じて適切
な施工環境を実現していくことが重要と考えてい
る。今回も忌憚のない意見交換会にしたい」と呼
び掛けた。小口次長は「今後も働き方改革や生産
性向上などの課題解決に向けた取り組みを推進
する。品質の高い社会資本整備に努めていくが、
そのためには皆さんの技術と協力が不可欠。本日
の意見交換が有意義な機会となることを期待す
る」と述べた。
　意見交換では、青年部会側から、表彰や実績に
関係なく企業努力で受注ができる「技術提案型や
チャレンジ型の拡大」を要望。これに対して沖総
局側は、建設系についてチャンス拡大型など何か
しら工夫ができればと考えているとし、局内での

結論を待ってほしいと述べた。港湾系についても、
技術提案型やチャレンジ型にふさわしい案件があ
れば適用していくとした。
　提出書類の簡素化については、青年部会側が北
部国道事務所のみＣＤ－Ｒの添付や各様式にイン
デックス作成が必要となっていると指摘、書類削減
の面からその廃止を求めた。要望に対して沖総局
側は、ＣＤ－Ｒの添付とインデックス作成を廃止す
る方針を示し、今後、周知していくと述べた。
　また、参加申請時に企業が提出した参考見積書
と、公表された参考見積書歩掛りに乖離が生じる
場合があると主張。公表された歩掛けがかなり安
価となり乖離が生じる事例が多いため、参考見積
書の採用方法等について質問した。沖総局側は具
体的な採用方法について教示できないとした上
で、異常値を排除して、平均の価格を採用している
と回答。沖総局側は、見積もりを取ることについ
て、発注者として単価を持っていないということな
ので、企業の見積もりに頼るしかないと述べ、協力
を求めた。

沖建協会報　2019. 2月号 沖建協会報　2019. 2月号

　「全国建設青年会議第23回全国大会」が12月４
日、東京都の経団連会館で開催され、全国９ブ
ロックから青年経営者ら約550人が集結、沖建協
青年部会も今年から九州ブロックの正式会員とし
て、黒島一洋部会長ら７人が出席した。
　今年度の主幹ブロックは東北建設業青年会で
「激甚化する災害から地域を守るために～東北か
らのメッセージ～」をテーマに、基調講演やパネル
ディスカッションが実施されたほか、「働き方改革」
「i̶Const r uc t ion」をテーマとした特別講演が
行われた。
　渡辺大輔全国大会会長は、自らも被災しなが
ら、地域を守るために道路啓開などにあたった東
日本大震災当時を振り返った。また、来賓の石井
啓一国土交通大臣は「災害時に現場の最前線に
立ち、地域の守り手として応急活動や被災地の復

旧活動に尽力いただいていることに感謝してい
る」と述べた。
 　大会終了後には大懇親会が盛大に行われ、沖
縄から参加した沖縄総合事務局の望月拓郎企画
調整官とともに各ブロックの会員らと懇親を深め
た。　

激甚化する災害から地域を守るために
青年部会が全国建設青年会議に参加

青年部会メンバーと望月企画調整官（左から５人目）

　歳末の血液不足を解消しようと、青年部会（黒
島一洋部会長）主催の献血キャンペーンが12月６
日と７日の２日間にわたって行われた。初日は、那
覇市の天久りうぼう楽市駐車場で青年部会と県
赤十字血液センターら関係者でオープニングセレ
モニーを開催。セレモニーで黒島部会長は「平成16
年から毎年開催し、延べ2000人以上に参加いた
だいている。これからも微力ながら血液不足解消
を図り、さらなる社会貢献と建設業界のイメージ
アップに努めたい」とあいさつした。血液センター
献血推進課の眞喜志淳課長は「寒さが厳しくなる
時期は献血者数が減少する。この時期の献血活
動は職員の励みにもなっている」と取り組みに対
する謝辞を述べた。
　７日はうるま市のイオン具志川ショッピングセン
ター内で献血活動を行った。２日間で会員企業を
中心に186人（うち165人が献血）が参加した。

青年部会献血キャンペーンを展開

献血に協力する参加者（上は６日天久りうぼう、下は７日イオン具志川）
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る方針を示し、今後、周知していくと述べた。
　また、参加申請時に企業が提出した参考見積書
と、公表された参考見積書歩掛りに乖離が生じる
場合があると主張。公表された歩掛けがかなり安
価となり乖離が生じる事例が多いため、参考見積
書の採用方法等について質問した。沖総局側は具
体的な採用方法について教示できないとした上
で、異常値を排除して、平均の価格を採用している
と回答。沖総局側は、見積もりを取ることについ
て、発注者として単価を持っていないということな
ので、企業の見積もりに頼るしかないと述べ、協力
を求めた。
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　「全国建設青年会議第23回全国大会」が12月４
日、東京都の経団連会館で開催され、全国９ブ
ロックから青年経営者ら約550人が集結、沖建協
青年部会も今年から九州ブロックの正式会員とし
て、黒島一洋部会長ら７人が出席した。
　今年度の主幹ブロックは東北建設業青年会で
「激甚化する災害から地域を守るために～東北か
らのメッセージ～」をテーマに、基調講演やパネル
ディスカッションが実施されたほか、「働き方改革」
「i̶Const r uc t ion」をテーマとした特別講演が
行われた。
　渡辺大輔全国大会会長は、自らも被災しなが
ら、地域を守るために道路啓開などにあたった東
日本大震災当時を振り返った。また、来賓の石井
啓一国土交通大臣は「災害時に現場の最前線に
立ち、地域の守り手として応急活動や被災地の復

旧活動に尽力いただいていることに感謝してい
る」と述べた。
 　大会終了後には大懇親会が盛大に行われ、沖
縄から参加した沖縄総合事務局の望月拓郎企画
調整官とともに各ブロックの会員らと懇親を深め
た。　

激甚化する災害から地域を守るために
青年部会が全国建設青年会議に参加

青年部会メンバーと望月企画調整官（左から５人目）

　歳末の血液不足を解消しようと、青年部会（黒
島一洋部会長）主催の献血キャンペーンが12月６
日と７日の２日間にわたって行われた。初日は、那
覇市の天久りうぼう楽市駐車場で青年部会と県
赤十字血液センターら関係者でオープニングセレ
モニーを開催。セレモニーで黒島部会長は「平成16
年から毎年開催し、延べ2000人以上に参加いた
だいている。これからも微力ながら血液不足解消
を図り、さらなる社会貢献と建設業界のイメージ
アップに努めたい」とあいさつした。血液センター
献血推進課の眞喜志淳課長は「寒さが厳しくなる
時期は献血者数が減少する。この時期の献血活
動は職員の励みにもなっている」と取り組みに対
する謝辞を述べた。
　７日はうるま市のイオン具志川ショッピングセン
ター内で献血活動を行った。２日間で会員企業を
中心に186人（うち165人が献血）が参加した。

青年部会献血キャンペーンを展開

献血に協力する参加者（上は６日天久りうぼう、下は７日イオン具志川）
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　那覇支部（長山宏支部長）は11月20日、県立那
覇高校を訪ね、「就職を考えるキミのための建設
業早わかりガイドBOOK」60冊を贈呈した。ガイド
ブックは、建設業界への入職促進を目的に作成
し、これまでに那覇市内の県立高校８校と私立高
校２校、県立久米島高校などに寄贈している。
　ガイドブックは、Ａ５サイズで全15ページ。支部
会員企業で働く社員の「生の声」や就職への道の
りを紹介している。
　同日には同校主催の社会人講話が開かれ、平
良修一副支部長が「建設業と街づくり～持続可能
な社会をつくる～」をテーマに講演した。参加した
生徒らは「建設業は人に寄り添う大切な仕事だと
思った」などと感想を述べた。

20日には冊子を使った講演会も行われた

　浦添・西原支部（知念章支部長）は12月８日、13
年ぶりにソフトボール大会を開催した。会場となっ
た浦添市の伊奈武瀬球場と浦添ふ頭南緑地には
支部会員から９チームが参加して熱い戦いが繰り
広げられた。
　今回のソフトボール大会は、３年ほど前から大
会復活を切望する会員の声があったことから実
現。開会にあたり知念支部長は「会員同士の交流
を深め、プレーを楽しんでください」と呼びかけ
た。
　試合は、９チームを３グループに分けて、リーグ
戦を行い、各ブロック１位と２位の中で最も成績が
良かったチームの４チームが決勝トーナメントに進
出。今回、トーナメントに進出したのは、㈱大城組、
オパス㈱、㈱大成ホーム、三善建設㈱。決勝には大
城組と大成ホームが勝ち進み、大成ホームが13年

ぶりの今大会を制した。準優勝は大城組、３位は
オパスと三善建設となった。

９チームが参加

■那覇支部　建設業ガイドブックを県立高校に贈呈

■浦添・西原支部　13年ぶりソフトボール大会開く

松本市長(左から４人目)と知念支部長(同３人目)ら

乾杯で新年を祝った

　北部支部（仲泊栄次支部長）は１月24日、名護
市のホテルゆがふいんおきなわで「平成31年新春
の集い」を開いた。
　仲泊支部長は「沖縄振興一括交付金の削減が
続いている中、来年度の北部振興事業費は34億
円余りが盛り込まれ、好循環の気配を感じる」と
期待しつつも、「地域振興の推進、住みよいまちづ
くりの形成、安全・安心な暮らしを守ることが、業
界団体としての最大の責務」と延べ、「社会的地位
向上と人材育成・確保を継続しながら好景気に甘
んじることなく努力をする」と決意を新たにした。
　来賓あいさつでは、北部振興会会長の伊集盛
久東村長が「引き続き北部振興事業の着実な実
施と、渋滞緩和に向けた取り組み、世界自然遺産
登録など北部を取り巻く新しい動きを踏まえ取り
組む」とあいさつ。続いて、名護市の渡具知武豊市

長（代読・金城秀郎副市長）が来賓あいさつし、北
部市町村議会議長会会長の石川博己本部町議会
議長の音頭で乾杯し、参加者らは親睦を深めた。

　浦添・西原支部（知念章支部長）は１月15日、浦
添市役所に松本哲治市長を訪ね、２月２日･３日に
開催される「第18回うらそえツーデーマーチてだこ
ウォーク2019」への協賛金を贈呈した。同支部で
は、地域貢献活動の一環として、第１回から同イベ
ントへ寄付を実施している。
　知念支部長は「市民らの健康増進に役立てて
ほしい」と述べ、協賛金を手渡した。松本市長は
「毎年のお力添えに感謝している」と述べ、「今年
はコースの変更もある。協会会員の皆さんも浦添
の地を自らの足で歩いてほしい」と参加を呼びか
けた。
　てだこウォークは県内最大のウォーキングイベン
トで毎年２月に開催。市内を中心に史跡などのス
ポットを巡る３キロから30キロのコースがある。今
年は新たにキャンプ・キンザーや屋富祖大通りを

夕方に巡る「サンセットコース」が設けられ、さまざ
ま年齢に適したコースを用意している。

■浦添・西原支部　てだこウォークに協賛金

■北部支部　平成31年新春の集い開催



－10－ －11－沖建協会報　2019. 2月号 沖建協会報　2019. 2月号

支部活動報告支部活動報告 支部活動報告支部活動報告

　那覇支部（長山宏支部長）は11月20日、県立那
覇高校を訪ね、「就職を考えるキミのための建設
業早わかりガイドBOOK」60冊を贈呈した。ガイド
ブックは、建設業界への入職促進を目的に作成
し、これまでに那覇市内の県立高校８校と私立高
校２校、県立久米島高校などに寄贈している。
　ガイドブックは、Ａ５サイズで全15ページ。支部
会員企業で働く社員の「生の声」や就職への道の
りを紹介している。
　同日には同校主催の社会人講話が開かれ、平
良修一副支部長が「建設業と街づくり～持続可能
な社会をつくる～」をテーマに講演した。参加した
生徒らは「建設業は人に寄り添う大切な仕事だと
思った」などと感想を述べた。

20日には冊子を使った講演会も行われた

　浦添・西原支部（知念章支部長）は12月８日、13
年ぶりにソフトボール大会を開催した。会場となっ
た浦添市の伊奈武瀬球場と浦添ふ頭南緑地には
支部会員から９チームが参加して熱い戦いが繰り
広げられた。
　今回のソフトボール大会は、３年ほど前から大
会復活を切望する会員の声があったことから実
現。開会にあたり知念支部長は「会員同士の交流
を深め、プレーを楽しんでください」と呼びかけ
た。
　試合は、９チームを３グループに分けて、リーグ
戦を行い、各ブロック１位と２位の中で最も成績が
良かったチームの４チームが決勝トーナメントに進
出。今回、トーナメントに進出したのは、㈱大城組、
オパス㈱、㈱大成ホーム、三善建設㈱。決勝には大
城組と大成ホームが勝ち進み、大成ホームが13年

ぶりの今大会を制した。準優勝は大城組、３位は
オパスと三善建設となった。

９チームが参加

■那覇支部　建設業ガイドブックを県立高校に贈呈

■浦添・西原支部　13年ぶりソフトボール大会開く

松本市長(左から４人目)と知念支部長(同３人目)ら

乾杯で新年を祝った

　北部支部（仲泊栄次支部長）は１月24日、名護
市のホテルゆがふいんおきなわで「平成31年新春
の集い」を開いた。
　仲泊支部長は「沖縄振興一括交付金の削減が
続いている中、来年度の北部振興事業費は34億
円余りが盛り込まれ、好循環の気配を感じる」と
期待しつつも、「地域振興の推進、住みよいまちづ
くりの形成、安全・安心な暮らしを守ることが、業
界団体としての最大の責務」と延べ、「社会的地位
向上と人材育成・確保を継続しながら好景気に甘
んじることなく努力をする」と決意を新たにした。
　来賓あいさつでは、北部振興会会長の伊集盛
久東村長が「引き続き北部振興事業の着実な実
施と、渋滞緩和に向けた取り組み、世界自然遺産
登録など北部を取り巻く新しい動きを踏まえ取り
組む」とあいさつ。続いて、名護市の渡具知武豊市

長（代読・金城秀郎副市長）が来賓あいさつし、北
部市町村議会議長会会長の石川博己本部町議会
議長の音頭で乾杯し、参加者らは親睦を深めた。

　浦添・西原支部（知念章支部長）は１月15日、浦
添市役所に松本哲治市長を訪ね、２月２日･３日に
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の地を自らの足で歩いてほしい」と参加を呼びか
けた。
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ポットを巡る３キロから30キロのコースがある。今
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支部活動報告支部活動報告

鏡開きで新年を祝った

　八重山支部（米盛博明支部長）は、地域貢献活
動の一環として、河川の清掃活動や防風林維持
管理活動等に参加している。10月30日には、県八
重山農林水産振興センター（竹ノ内昭所長）主催
の海岸清掃活動に参加。石垣市白保地区の嘉良
岳海岸保全区域で約１時間半にわたって海岸線
（約3.4㌔）に漂着したごみや空き瓶、空き缶、燃え
ないごみなど、ごみ袋約200袋を回収した。
　また、12月６日には「防風林の日」にちなんだ防
風林維持管理作業に参加。石垣市の磯部地区防
風林植栽現場で防風樹木の成長を妨げている雑
草の下刈りを行い樹木の根元に敷き込んだ。台風
常襲地帯の石垣市では、防風林は大切な作物を
守るものとして重要な役割を果たしていることか
ら、毎年12月の第１木曜日に合わせて作業を実
施。同支部でも台風被害を軽減するため、防風・防
潮林の維持管理作業に積極的に参加している。

　八重山建設産業団体連合会（会長・米盛博明
沖建協八重山支部長）は１月11日、石垣市のアート
ホテル石垣島で、平成31年新春懇親会を開催、会
員企業の代表者や行政関係者ら多数が詰めか
け、新年を盛大に祝った。
　米盛会長は、好調な観光業を中心に八重山圏
域の経済活動が活発に推移する一方、建設産業
界においては人手不足が喫緊の課題だとして「若
者が希望を持って働ける職場環境をつくる必要が
ある」と指摘。「工事発注が活発なこの時こそ、確
実に利潤を確保し、足腰の強い企業体質をつくろ
う」と呼びかけた。
　また、今後見込まれる八重山圏域における空港
アクセス道路や県営新川団地建替、石垣市新庁舎
建設など旺盛な事業量に応えるため「企業スケー
ルを大きくしていく努力と、発注機関と情報交換

を行い、受発注者の連携を強化することが重要」と
述べた。
　懇親会では、米盛会長や来賓らによる鏡開きが
行われたあと、沖建協八重山支部の根原史光青年
部会会長が今年のスローガンを力強く朗読した。

海岸清掃に参加

防風林の維持管理作業に参加

■八重山支部　新春懇親会を開催

■八重山支部　ボランティア活動
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お申し込み・お問い合わせは下記までお願いします。
西日本建設業保証株式会社  沖縄支店（担当：小倉、濱岡）
TEL：098－876－1981 　FAX番号：098－876－1985

※沖縄市水道局は以前から中間前金払制度を導入済。
※表に掲載のない市町村は中間前金払制度を導入されておりません。

沖縄県
那覇市
名護市
うるま市
沖縄市
宜野湾市
糸満市
豊見城市
南城市
宮古島市
石垣市
浦添市

１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
５０万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
130万円以上
１千万円以上

120日以上
120日以上
120日以上
120日以上
120日以上
120日以上
　90日以上
　90日以上
120日以上
120日以上
60日以上
120日以上

竹富町
久米島町
本部町
与那原町
北谷町
南風原町
西原町
嘉手納町
中城村
北中城村
国頭村
大宜味村

500万円以上
150万円以上
１千万円以上
１千万円以上
150万円以上
150万円以上
100万円以上
１千万円以上
150万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上

　60日以上
　60日以上
120日以上
120日以上

120日以上

120日以上
120日以上
120日以上

伊平屋村
南大東村
恩納村
読谷村
伊江村
宜野座村
伊是名村
北大東村
東村

渡嘉敷村
粟国村
座間味村

１千万円以上
150万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
130万円以上
150万円以上
150万円以上
１千万円以上
50万円以上
150万円以上
150万円以上

　120日以上

120日以上
120日以上
120日以上
　90日以上

120日以上

中間前金払制度の導入状況（平成31年2月１日現在）
発注者 対象金額 対象工期 発注者 対象金額 対象工期 発注者 対象金額 対象工期

35／41市町村 導入

お 知 ら せ お 知 ら せ

沖建協会報　2019. 2月号 沖建協会報　2019. 2月号

次の発注者で中間前金払制度が新規採用されました！！
ご受注の際は是非ご利用下さい！！

〈中間前金払制度を新規採用した発注者〉

座間味村
請負金額：150万以上

2月１日付
今後も採用が決定した

町村は随時ご案内致します！

例えば、請負金額5,000万の場合‥‥
1,000万円が利用可能！ 保証料はわずか 6,500円！

▼ 概 況

▼ 月別請負金額、単月・累計前年対比の推移

沖縄県内の公共工事動向（平成３０年12月分）
西日本建設業保証（株）沖縄支店

【中間前金払制度とは】
 ◆ 請負金額の４０％に相当する前払金に加え、工期と出来高が１／２を超えた時点で、追加で
　  請負金額の２０％を受領できる制度です。
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［助成額・助成率］　（　）内は中小企業以外の助成額・助成率

①

②

③教育訓練休暇付与コース 30万円 36万円

沖建協会報　2019. 2月号 沖建協会報　2019. 2月号

建設
雇用改善
コーナー人材開発支援助成金の案内

人材開発支援助成金

※認定実習併用職業訓練において、建設業、製造業、情報通信業の分野（特定分野）の場合は経費助成率を30％→45％、45％→60％、
　60％→75％へ引き上げます。

　人材開発支援助成金は、労働者の職業生活設計の全期間を通じて段階的かつ体系的な職業能力開発を効果的に促進するため、雇用
する労働者に対して職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職業訓練などを計画に沿って実施した場合に、訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。企業の人材育成と労働者の職業能力開発のために、ぜひ、ご活用ください。
　
〈平成 30 年 4月１日からの主な改正内容〉
１．キャリアアップ助成金の人材育成コース、建設労働者確保育成助成金の認定訓練コース及び技能実習コース、障害者職業能力開
　発助成金を統合し、助成メニューを７類型（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練コース、教育訓練休暇付与コース、建設
　労働者認定訓練コース、建設労働者技能実習コース、障害者職業能力開発コース）に整理統合しました。
２．労働生産性が向上している企業について支給する割増助成分について、特定訓練コースのみ、訓練開始日が属する会計年度の前
　年度とその３年度後の会計年度と比較する成果主義へ変更しました。
３．制度導入助成について、教育訓練休暇付与コースを新設するとともに、キャリア形成支援制度導入コース及び職業能力検定制度導
　入コースについては、平成29年度限りで廃止いたしました。
　その他詳細はＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html）な
　どでご確認ください
　
〈各コースの申請期限〉
○訓練実施計画（訓練様式第１号）
→訓練開始日から起算して１カ月までに提出するようお願いします。
　例：訓練開始日が７月１日である場合、6月１日が提出期限
　　　訓練開始日が７月15日である場合、6月15日
　　　訓練開始日が７月31日である場合、6月30日（6月31日がないためその前日）
　　　訓練開始日が９月30日である場合、8月30日（前月の同日が期限）
　　　訓練開始日が３月29日、30日、31日である場合、いずれも2月28日（2月29日まである場合は29日）
※新たに雇い入れた被保険者のみを対象とした訓練等雇い入れ日から訓練開始日までが１カ月以内である訓練等の訓練実施計画届
　の提出期間については、訓練開始日から起算して原則１カ月前に提出するようお願いします。
※訓練実施計画届提出時において、提出が困難な添付書類がある場合には当該添付書類について訓練開始日の前日までに提出する
　ようお願いします。
※申請期限について平成29年度と取り扱いが異なるのでご留意ください。

特定訓練コース

一般訓練コース

特別育成訓練コース

教育訓練休暇付与コース

建設労働者認定訓練コース

建設労働者技能実習コース

障害者職業能力開発コース

・労働生産性の向上に係る訓練　　・雇用型訓練　　・若年労働者への訓練
・技能継承等の訓練　　・グローバル人材育成の訓練

　上記以外の訓練

・有給教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該休暇を取得して訓練を受けた場合に助成

・一般職業訓練　　・有期実習型訓練　　・中小企業等担い手育成訓練

・安衛法に基づく教習及び技能講習や特別教育
・能開法に規定する技能検定試験のための事前講習
・建設業法施行規則に規定する登録機関技能者講習　　など

・障害者職業能力開発訓練施設等の設置等
・障害者職業能力開発訓練運営費（人材費、教材費等）

・認定職業訓練または指導員訓練のうち建設関連の訓練

※

MessageMessage

那覇工業高等学校出身
武東　辰昴さん（25歳）
（ムトウ建設株式会社　工事部）　
むとう・たつあき／浦添市出身／
2012年３月那覇工業高校機械科卒
業／2018年4月ムトウ建設㈱入社
 
将来の夢：先輩方からさまざまなこ
とを吸収して、会社から安心して現
場を任せてもらえるようになりたい
です。

～後輩たちへ～

やりたいことを寄り道せずにまっしぐら！！
　高校を卒業してずっと建築関係に携わってきました。
これから仕事に就く人には「自分のやりたいことを寄り
道せずに一生懸命やっていけば結果は必ずついてくる」
と伝えたいです。

宇栄原市営住宅第４期建替工事の防水層設置の現場。

沖縄労働局職業安定部 
職業対策課  助成金センター
TEL：098-868-1606 
 FAX：098-868-1612

お問い合わせ先 地域と共に、未来を築く

私たちは、沖縄県建設業協会会員です。
一般社団法人

Okinawa General Contractors Association
沖縄県建設業協会

Okinawa General 
Contractors 
Association

OCA
あんぜんぼーや

　建設業界のイメージアップと沖縄県
建設業協会会員の「見える化」を図る
ため、協会のイメージアップキャラク
ター「あんぜんぼーや」のシールを作
成しました。（A4サイズ、A3サイズ）
　協会会員が施工する建設現場の出
入り口など人目に触れる機会の多い
場所に貼って、協会会員であることを
示すＰＲ活動に使用してください。
　追加で必要な場合は、所属支部窓
口で配布します。

沖建協「見える化」イメージアップキャラクター

あんぜんぼーや誕生！！
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［助成額・助成率］　（　）内は中小企業以外の助成額・助成率

①

②
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　60％→75％へ引き上げます。
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〈平成 30 年 4月１日からの主な改正内容〉
１．キャリアアップ助成金の人材育成コース、建設労働者確保育成助成金の認定訓練コース及び技能実習コース、障害者職業能力開
　発助成金を統合し、助成メニューを７類型（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練コース、教育訓練休暇付与コース、建設
　労働者認定訓練コース、建設労働者技能実習コース、障害者職業能力開発コース）に整理統合しました。
２．労働生産性が向上している企業について支給する割増助成分について、特定訓練コースのみ、訓練開始日が属する会計年度の前
　年度とその３年度後の会計年度と比較する成果主義へ変更しました。
３．制度導入助成について、教育訓練休暇付与コースを新設するとともに、キャリア形成支援制度導入コース及び職業能力検定制度導
　入コースについては、平成29年度限りで廃止いたしました。
　その他詳細はＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html）な
　どでご確認ください
　
〈各コースの申請期限〉
○訓練実施計画（訓練様式第１号）
→訓練開始日から起算して１カ月までに提出するようお願いします。
　例：訓練開始日が７月１日である場合、6月１日が提出期限
　　　訓練開始日が７月15日である場合、6月15日
　　　訓練開始日が７月31日である場合、6月30日（6月31日がないためその前日）
　　　訓練開始日が９月30日である場合、8月30日（前月の同日が期限）
　　　訓練開始日が３月29日、30日、31日である場合、いずれも2月28日（2月29日まである場合は29日）
※新たに雇い入れた被保険者のみを対象とした訓練等雇い入れ日から訓練開始日までが１カ月以内である訓練等の訓練実施計画届
　の提出期間については、訓練開始日から起算して原則１カ月前に提出するようお願いします。
※訓練実施計画届提出時において、提出が困難な添付書類がある場合には当該添付書類について訓練開始日の前日までに提出する
　ようお願いします。
※申請期限について平成29年度と取り扱いが異なるのでご留意ください。
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とを吸収して、会社から安心して現
場を任せてもらえるようになりたい
です。

～後輩たちへ～

やりたいことを寄り道せずにまっしぐら！！
　高校を卒業してずっと建築関係に携わってきました。
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宇栄原市営住宅第４期建替工事の防水層設置の現場。

沖縄労働局職業安定部 
職業対策課  助成金センター
TEL：098-868-1606 
 FAX：098-868-1612

お問い合わせ先 地域と共に、未来を築く

私たちは、沖縄県建設業協会会員です。
一般社団法人

Okinawa General Contractors Association
沖縄県建設業協会

Okinawa General 
Contractors 
Association

OCA
あんぜんぼーや

　建設業界のイメージアップと沖縄県
建設業協会会員の「見える化」を図る
ため、協会のイメージアップキャラク
ター「あんぜんぼーや」のシールを作
成しました。（A4サイズ、A3サイズ）
　協会会員が施工する建設現場の出
入り口など人目に触れる機会の多い
場所に貼って、協会会員であることを
示すＰＲ活動に使用してください。
　追加で必要な場合は、所属支部窓
口で配布します。

沖建協「見える化」イメージアップキャラクター

あんぜんぼーや誕生！！
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・県労働政策課「沖縄県契約審議会」（那覇市）

・全国建設青年会議「全国大会・実行委員会」（福岡県）

・全国建産連「理事会・協議員会合同会議」（東京都）
・建設業福祉共済団「評議員懇談会」（東京都）
・建設業企業年金基金「理事会」（浦添市）
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・沖縄しまたて協会「技術開発選定委員会」（浦添市）
・九州土木技士会「九地整との意見交換会」（福岡県）

・おきなわ建設フェスタ実行委員会「幹事会」（那覇市）

・職業能力開発協会「若年技能者人材育成支援事業に
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・沖建協「支部長・事務局長会議」（建労センター）

・九建協「建築委員会・九地整営繕部との意見交換会」
（福岡県）

・建設業企業年金基金「資産運用委員会、代議員会」
（那覇市）

・建設業振興基金「監理技術者講習」（浦添市）
・九建協「九州ブロック雇用改善事業・助成金担当者
会議」（佐賀県）
・全国建設青年会議「会長会議、全国大会反省会およ
び全国大会準備会」（東京都）
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・沖建協「県土木建築部との意見交換会」（県庁）
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（那覇市）
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会」（那覇市）
・九建協「土木委員会・九地整との意見交換会」

（福岡県）

・なんじょう産学官連携人材育成協議会「佐敷小学校
お仕事調査隊」（南城市）
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沖建協会報
今月号の主な内容

平成31年

2
月号

No.585
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◆ 第 9回役員会を開催
◆ 平成 31年新春の集い
◆ 工事総合補償制度説明会 OCA
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